
社会福祉法人松渓会 理事長

武 居 敏
（全国社会福祉法人経営者協議会 副会長）

社会福祉法人制度改革への対応

～改正社会福祉法を受けて ・ ガバナンスを中心に～
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・社会福祉法人に優遇しすぎ

・民間参入 イコールフッティング

・特に介護事業・保育所 が対象に

現在の

社会福祉法人

助成・税免除

・社会福祉事業法誕生時、「公
の支配に属す」ことにより社会
福祉法人への公的助成を確保

規制強化

助成・税免除

増

規制緩和
総量の拡大

幅広いニーズ

との

イコールフッティング

・最悪の方向

財
源
不
足

・こちらに動くという
期待は非現実的

民間企業 (介護、保育、障がい)

社会福祉法人とｲｺｰﾙﾌｯﾃｨﾝｸﾞ(何と,どの条件で)

他の公益法人
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＜「規制改革実施計画」閣議決定 平成26.6.24＞
規制改革の議論の結果、「介護・保育事業等における経営管理の強化と
イコールフッティング確立」 社会福祉法人関係 20項目

・ 財務諸表の公開を義務化に。ＨＰ上で開示。厚労省は開示システムを。

・ 補助金や社会貢献活動の支出、役員報酬等を国民に開示すべき

・ 内部留保の明確化 → 明確な事業計画に基づく目的別の積立を

・ 理事会・評議員会、役員の役割や権限等を明確に

・ サービスの第三者評価のガイドラインを見直し受診を

・ 一定規範以上の法人には外部監査の実施を義務化に

・ 所管庁による指導・監査の強化を

・ 多様な事業体の参入促進のためのイコールフッティングを
特養は低所得者の支援を中心に公的性格強化

・ 社会貢献活動の義務化を。違反には業務停止など。

平成２７年２月 安倍総理施政方針 「社会福祉法人について改革を進めていく」
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「公益法人課税等の見直し」 法人税課税問題

法人税は収益事業（限定列挙34項目）に課税。 社会福祉事業だから非課税か？

例えば 今保育は、収益事業となっていないので非課税だが、①の「民間と競合」。

医療保健業は収益事業に含まれている。収益事業の中でも社福法人の行う医療保健業は
例外として、非課税。
介護・障害関係事業は医療保健業と解されている。

※ 法人税の見直し ⇒ 固定資産税への波及も考えられる

H26.6.27 税制調査会DG

① ・「経営形態のみによって公益事業を定義することは適当ではなく」
「特に介護事業のように民間との競合が発生している分野に……

課税の公平性を確保していく」
・「公益法人等の範囲や収益事業の範囲を見直すべきである」
・収益事業の規定方法は見直しも検討
「現行の限定列挙方式」 → 「原則課税とし、一定の要件に該当」
を非課税に

Ｈ26.12 平成２７年度税制改正大綱
公益法人等については……引き続き検討を行う。（今回先送り、終わっていない）

Ｈ27.12 平成２８年度税制改正大綱
関連制度の見直しの動きもみられており、実効的な対応となるかどうか、
動向をよく注視する。
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社会福祉法人制度の改革の内容
26年8月より社会保障審議会福祉部会審議 27年4月改正案閣議決定 28年3月可決
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社会福祉法人制度を２つの視点からみる

企業 社会福祉法人 ⇒公益法人

低

低

ニーズへの対応力
高

組織の公益性 高

【事業の在り方】
２，より公益的な

事業への取り
組み

(サービスの
質的・量的拡
大)

【法人組織の在り方】
１，組織公益性の条件の厳格化
例えば、そもそも

役員の親族等の制限、個人の持ち分無
し、残余財産の帰属先は国、他 6



社会福祉法改正の内容

1.公益法人としての性格を明確にする法人組織の在り方とは

(1)経営組織のガバナンスの強化

(2)事業運営の透明性の向上

(3)財務規律の強化

2.公共性・公益性を担保する事業の在り方とは

(4)地域における公益的な取組を実施する責務
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計画/意思決定

（１）旧社会福祉法人のガバナンス（組織統治）とは

（現行）

DS

理事会

評議員会 理事長

理 事 長
業務管理体制（内部監査）

（外部監査）

監 事

議案提出

P

諮 問

意 見

監 督

チェック

執 行

チェック C

C

・理事会決裁事項のうち

重要事項に意見

・理事、監事の選任

・施設許認可 ・新たな事業計画

・年度予算,決算,事業計画・重要人事

・重要制度 ・重要財産

・法人組織 ・剰余金処分 等

施 設 長

中間管理職

職 員

lan

oee 理事会

社会的なルールを遵守し公正かつ適正な経営を可能にする実効性のある組織体制を構築する事
そのためにその組織を統治する事 8



議 決

（１）新社会福祉法人のガバナンスとは

（改訂案）

DS

評議員会

（運営協議会）

理事長

理 事 長

法令順守体制（内部監査）
会計監査人
規模によっては
外部の専門家に
よる評価で

監 事

議案提出

計画立案

Ｄ
（意 見）

監 督

会計監査

執 行

チェック C

C

・地域や利用者の意見を聞く

場として評議員会にかわる

ものが必要ではとの案

基本ルール等の決定

事後的な監督

・理事・監事、会計監査人の選任・解任

・定款変更、合併、等重要事項の承認

・決算承認・理事等の報酬決定 等

施 設 長

中間管理職

職 員

ecide

oee
理事会

Plan
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（1）経営組織のガバナンスの強化 （H29.4）
①評議員会の必置（7人以上）=議決機関に、理事会(6人以上)は執行機関だけに。
評議員会・理事会・理事長・監事等各機関の位置付け、責任・権限・義務の明確化。
評議員は「適正な運営に識見を有する」識者。役員と同じに損害賠償責任を負う。
②会計監査人の設置（一定規模以上）または外部の専門家のチェック

により財務規律の確立

（2）事業運営の透明性の向上 備置き・閲覧+インターネット公表 （H28.4、29.4）
従来の事業報告書、財務諸表、現況報告書、監事意見書、に加え定款も開示。（H28.4）
役員等名簿、事業計画書、役員報酬基準、役員区分ごと報酬総額等の開示。
地域の福祉ニーズに向き合った法人の中長期計画の策定・開示も必要なのでは。

（3）財務規律の強化 （H29.4）
適正かつ公正な支出管理・内部留保の明確化と福祉サービスへの再投下

役員等への特別の利益供与の禁止 (H28.4）
財務運営の規律、業務運営の規律の整理。
余裕財産を明らかにし再投下計画を作る必要がある。

社会福祉法人という元来公益性の高い法人 →組織体の持つべき公益性の確保

1. 公益法人としての性格を明確にする法人組織の在り方
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（１）経営組織のガバナンスの強化－１

11

1. 現在の原則設置から必ず設置すること。

2. 現在の諮問機関から議決機関となる。

3. 議決事項は、

理事、監事、会計監査人の解任・選任

定款変更、解散、合併等の重要事項

計算書類（予算は対象外）

役員及び評議員の報酬基準の決定 など

4. 定時評議員会は毎会計年度終了後 1回

⇒ 役割が全く変わる評議員会



（１）経営組織のガバナンスの強化－2
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1. 定数は 理事定数(6名) + １名以上とする。
但し、小規模法人については４名以上からスタートする。

Ｈ 3 2 . 3 まで。（この小規模の定義は検討中⇒予算規模で）

2. 任期は４年又は ６年以内とする。

3. 社会福祉法人の適正な運営に識見を有する者から選任

理事会では選任できない。 (改正前の「地域の代表、利用者家族

の代表を加える」とは、構成員の性格が全く異る点に注意)

4. 役員、当該法人の職員が兼ねることはできない。

役員・評議員の親族等が含まれてはならない。

5. 法人への損害賠償責任、第三者に生じた損害賠償責任を負う

評議員 ⇒ 評議員の性格が変わる



（１）経営組織のガバナンスの強化－3
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社会福祉法人の適正な運営に識見を有する者とは（厚生労働省資料）

〇 社会福祉事業や学校、その他の公益的な事業の経営者

〇 社会福祉に関する学識経験者（大学教員等）

〇 社会福祉法人に関与した経験がある弁護士、公認会計士、税理

士等

〇 地域の福祉関係者（民生委員、児童委員等）

〇 社会福祉法人職員ＯＢ（退職後一定期間を経過した者）

〇 地域の経済団体が適切なものとして推薦する者等

※ 「社会福祉法人」等公益法人の理事・評議員同士は特殊の関係

から外すべきではないか

評議員 人材の例示非公式案 適任者の確保がむずかしい



（１）経営組織のガバナンスの強化－4
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1,業務の執行機関として役割、権限を明確化する。
社会福祉法人の業務執行の決定。理事の職務の執行の監督。
理事長の選任および解任。評議員会に提出する計算書類、事業
報告書の承認等。事業計画、予算の承認を行う。

2.理事は６名以上。 評議員会で選任。任期２年以内。

社会福祉事業の経営に識見を有する者、事業の区域における福祉事情
に通じている者、施設管理者、が含まれなければならない。

親族等特別な関係のものが３名又は1/3を超えてはならない。

理 事 会・理 事



（１）経営組織のガバナンスの強化－5
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1. 理事の職務の執行、計算書類・事業報告の監査。

理事会議事録の署名を行う。

会計監査人の解任ができる。

2. 定数は２ 名以上。

社会福祉事業について識見を有する者、財務管理について識

見を有する者が含まれなければならない。各役員と特殊の関係

にある者が含まれてはならない。

5. 評議員会で選任。任期２年以内

監 事



（１）経営組織のガバナンスの強化－6
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1. 一定規模以上（収入規模をどのレベルにするか検討中）の

法人に会計監査人の設置を義務付ける。

会計監査人は公認会計士または監査法人で、法人の

計算書類及び付属明細書の監査⇒監査報告を作成

2. （それ以外の法人は税理士などの点検、また、監事

に公認会計士又は税理士を登用する等で対処すべき）
⇒会計処理の適法性、財務諸表の正確性を確保するために外部の目を入れ

る方法の検討が必要だが、企業のような内容は不要

会計監査人



備置き・
閲覧

公表※1

事業報告書 ○ －

財産目録 ○ －

貸借対照表 ○ ○
（通知）

収支計算書
（事業活動計算書・資金収支計算）

○ ○
（通知）

監事の意見を記載した書類 ○ －

現況報告書
（役員名簿、補助金、社会貢献活動
る支出額、役員の親族等との取引状
を含む。）

－ ○
（通知）

役員区分ごとの報酬総額 － －

定款 － －

役員報酬基準 － －

事業計画書 － －

備置き・
閲覧

公表※1

〇 －

◎ －

◎ ◎

◎ ◎

◎ －

◎ ◎

○
（※2）

○
（※2）

◎ ◎

○ ○

○ －

旧 利用希望者・利害関係者 新 国民一般対を対象

◎H28.4.1実施 （※1）インターネットによる公表 （※2）現況報告書に記載

（２）事業運営の透明性の向上
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2. 公共性・公益性を担保する事業の在り方
（４）「地域における公益的な取組」を実施する責務

社会福祉事業の充実・拡大 →  制度や市場で満たされない新しいニーズへの対応する
ことにより、地域に貢献する

1．実践している社会福祉事業のサービスの質の向上
第三者評価の積極的な活用と苦情解決の取り組み促進

2．地域における公益的な取組を実施する責務 （Ｈ２８．４）
「日常生活・社会生活上の支援が必要な人に無料または低額な料金により福祉

サービスを提供する」こと。
① これは社会福祉法人の責務。＝すべての法人が実施しなければならない
② 残額がある法人にはその再投下を義務付ける。=「社会福祉充実計画」

この優先順位の１番目は社会福祉事業、２番目は地域公益事業（制度化されて
いないサービスを無料又は低額な料金で供給する公益事業）
その場合の地域の意見聴取のために、「地域協議会」等の設置。

他法人との連携・協働による「地域における公益的取組」も

3．自法人・施設が行う事業、実践等に関する積極的な情報発信
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社会福祉法第２４条（経営の原則）２
社会福祉法人は…日常生活上または社会生活上の支援を必要とする者に

対して、無料又は低額な料金で福祉サービスを提供するよう努めなければ
ならない。

公益事業

社会福祉事業
①社会福祉事業
対象者への無

料・低額の事業

②充実計画の
地域公益事業

(法26条の公益事業)
「当該事業区域の住
民等の意見」を聴く

③その他
法人独自の公益
的な取り組み

地域における公益的な取組とは⇒新しいニーズの発見、
ソーシャルワークの重要性再認識

（４） 位置付け地域における公益的な取組の責務
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（４）地域における公益的な取組の責務

重要な視点
〇 「福祉サービス」 = 「日常生活上又は社会生活上の支

援を必要とする」
〇 「無料又は低額」 ＝（財政的負担に限らず、人、施設

設備等の負担でも。全額公費は対象外。）
〇 「地域」のニーズに対応

行政担当は例示が必要 ⇔ 福祉関係者は例示は疑問視

○ さらに、地域社会に

見せる化

知ってもらう

見える化
20



法改正後の各法人の今後の具体的な対応 平成28年度

平成28年度中に実施すべき内容 【かっこ内は詳細未定】

1.  Ｈ28.4～ 「地域に於ける公益的な取組」（第24条2項）の実施

2. Ｈ28.4～ 情報の公開 ＝従来のものに加え定款の備え置き、閲覧

さらに 【政省令】により ⇒ 事業の概要その他（現況報告書）

3. 役員等関係者への特別の利益供与の禁止

4.  【定款準則】の制定 ⇒ 定款変更手続き

5. 理事会で評議員選任委員会の設置。評議員候補者の理事長案推薦。

同案を理事会で推薦。評議員選任委員会の開催、評議員の選任。

6.  最終補正予算時に「社会福祉充実残額」の有無の見通しをたてる。

⇒ ある場合社会福祉充実計画案の作成（決算後すぐに手続き）

7. 【特定社会福祉法人の定義】の決定⇒会計監査人候補者案の作成

8.  【会計基準】の変更 ⇒ 経理規程の変更
21



今後の課題

1. 「会計監査人」必置の特定法人の定義、その他の法人は？ 👈

2. 控除対象財産、特に「事業継続のために必要な財産」の内容
建物の建て替え、修繕等の計算方式、手元流動資金額 👈

3. 再投下計画のための「地域協議会」の在り方 👈

4 .評議員人数の経過措置等、小規模法人への配慮の方法 👈

5. 適正な役員報酬の在り方

6. 制度改定により必要となる本部機能、経費等の資金の確保

7. 制度改正により生ずる役割を担う人材の確保

8. 社会福祉法人の事業、役割を地域や国民に知ってもらうには

9.法人税課税問題 再燃する可能性は残っている
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社会福祉法人の今後を考える

目立たぬ存在

私は何ものなのか？

尊敬 批判 期待 周知 承認

Who I am Why outcome

なぜそうしなければ
ならないのか

各法人はどのように
変わるべきか改革を進める

過去

現状の批判
の意味を

真摯に受け止める
（期待もある）

望ましい
法人の将来像

を描く
(一般論)

What How

何を どう実行するのか

(社会の評価)

経営協
アクション
プラン等
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全国経営協 社会福祉法人アクションプラン2020
平成28年度～32年度 中期行動計画

社会福祉法人行動指針(会員法人に求められる取り組み課題)

Ⅰ.利用者に対する基本姿勢

① 人権の尊重

② サービスの質の向上

③ 地域との関係の継続

④ 生活環境、利用環境の向上

Ⅱ.社会に対する基本姿勢

⑤ 地域における公益的な取り組みの推進

⑥ 信頼と協力を得るための情報発信

Ⅲ.福祉人材に対する基本姿勢

⑦ トータルな人材マネジメントの推進

⑧ 人材の確保に向けた取り組みの強化

➈ 人材の定着に向けた取り組みの強化

⑩ 人材の育成

Ⅳ.マネジメントに対する基本姿勢

⑪ コンプライアンス(法令等遵守)の徹底

⑫ 組織統治(ガバナンス)の確立

⑬ 健全な財務規律の確率

⑭ 経営者としての役割
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